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１ 心身障害者福祉センターの概要 
 
(1) 設置目的 

心身障害者福祉センター（呼称「中村橋福祉ケアセンター」）は、区内の障害児・者の福祉の増進を図

るため、相談・判定・指導・訓練の場を体系的に整え、昭和５４年８月に開設した。 

 

(2) 沿革 

昭和５９年、身体障害者福祉法の改正により、身体障害者更生援護施設Ｂ型センターとなる。 

平成１５年度に幼児通所部門の一部が児童福祉法に基づく児童デイサービス事業（平成 18 年度から障

害者自立支援法に基づく）となる。 

 

(3) 施設規模等 

所 在 地  練馬区貫井１－９－１ 

施設名称  中村橋区民センター 

構  造  鉄筋コンクリート造り３階建 

敷地面積  3,856 ㎡ うち心身障害者福祉センターは１階と２階部分の 2,998 ㎡。 

併設施設  練馬区第三出張所、練馬区立貫井地区区民館 
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表１ 職種と職員数 

常勤職員  非常勤職員 

職種等 人数 備考  職種等 勤務日 人数 

所長 1 係長  嘱

託

医

精神科（管理医師） 週２日 1 

副所長 1 係長 精神科 週１日 3 

事務 3  小児神経科 週１日 3 

保育士、 

福祉、 

児童指導 

14 

相談担当２名 

幼児担当８名 
 

 

指

導

員

言語療法 週２日 4 

心理技術 週２日 6 

〃 〃 週１日 4 

行動療法 週２日 1 

理学療法士 1  聴能検査 週１日 1 

作業療法士 1 幼児担当 脳波検査 週１日 1 

心理 2 相談担当 作業療法 週２日 2 

看護師 2  看護師 週３日 2 

合 計 25    計  28 
 

表２ 医師の勤務体制 

曜 月 火 水 木 金 

午前 小児神経科 児童精神科２ 児童精神科  児童精神科 

午後 児童精神科 児童精神科２   児童精神科 

 小児精神科 

（月１回） 

 小児精神科

（月 1回） 

小児神経科 

（月１回） 

小児神経科 

（月１回） 
 

(4) 職員体制 

職種と職員数は表１、

医師の勤務体制は表２

のとおりである。 

常勤職員で相談事業

の担当は心理２名、福祉

２名の計４名、幼児の通

園療育担当は、保育士等

８名、作業療法士１名、

理学療法士１名である。

非常勤職員のうち、聴

能検査と看護師以外は、

相談・検査あるいは幼児

の通園療育にかかわる

職員。 
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２ 相談事業の現状と課題 

(1) 相談業務の流れ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 

個別支援 

心理療法 
言語療法 
理学療法 
作業療法 

小グループ支援 

児童の年齢・状況に

応じた小グループ

指導 

電話・来訪。主訴を聞き取り、面接・検査日と診察日を予約 

主訴を中心に障害の発症、病歴、生活歴、家族環境等の聴取

言語、運動、社会性等の発達を検査し、障害による心理的問題

等を把握する 

きこえの相談 

聴力検査 
補聴器選定 

面接・発達検査の結果に基づき診察 
脳波検査 

医師の指示によ

り脳波検査等を

行う 評価会議 

助言・指導

経過観察 

すくすく教室 就園児支援 
他機関紹介 

家庭、保育園、幼

稚園での療育に

ついて助言 

専門医の定期受

診を指導 

児童デイサービス 
たんぽぽ組 

ちゅうりっぷ組 

法外通所 
つくし組 

医療機関 
療育・訓練機関 
福祉事務所 
保健相談所 
児童相談センター 

受付 

診察 

発達検査

面接 

終了 
異常なし

再診 

発
達
サ
ポ
ー
ト
広
場 
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(2) 相談件数の増加 

発達の遅れに心配のある方の相談件数は、年々増加している。12 年度から 19 年度までの新規相談と

再診の受付数の推移は、表３のとおり。 
 

170

268 246 272
185

260
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367
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567 589

683

790

901

0

100
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700

800

900

1000

 新規 170 268 246 272 185 260 302 330

再診 367 498 500 567 589 683 790 901

12年度 13年度 14年度 15年度 16年度 17年度 18年度 19年度

 
 

表３ 18 歳未満の相談受付件数の推移   単位：人
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表３を元に推計すると、今後、年度ごとに新規相談は約 15 件、再診は約 50 件ずつ増加していき、5

年後の 24 年度には相談受付件数総数は約 1,200 件に、そして 10 年後の 29 年度には約 1,500 件に達する

ものと見込まれる。 
（12 年度から 19 年度までの実数を元に Excel の回帰関数により推計した。相関係数は、新規相談 0.67、再診 0.98）。 
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(3) 相談の業務内容 

受け付けた相談に対する業務の内容は、表４のとおり。医学診断と心理判定が以前から継続して多い。 

 

表４ 相談の支援内容内訳 

0

500

1000

1500

2000

2500

3000

3500

4000

その他 55 223 120 16 37

脳波検査 63 73 55 80 78

聴力検査 6 21 0 0 2

医学診断 707 844 860 1,108 1,273

心理判定 589 724 708 1,000 1,189

面　接 522 692 587 785 801

12年度 14年度 16年度 18年度 19年度

 
＊ 数値は 18 歳以下のみを集計 
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(4) 新規相談児の低年齢化 

表５のとおり、新規相談件数の増加と同時に低年齢化が進んでいる。17 年度までは、初診時３歳児が

もっとも多かったが、18 年度から２歳児が最も多くなっている。 

 

表５ 新規相談件数の年齢別内訳（数字は％） 

2.7 2.5 2.5 2.1 10 9.1 10.68.4 3.5 6.8 5.8

22.6 26.3 29.427
28.6

31.2 31.1

24.1
24.7 2327.9 27.6 24.9 26.8

16.9
16.9 13.9

15.5 15.1 13.1 15.3
14.2 11.1 14.9

10.2 13.1 12.7 13.2
4.6 2.1 4.3

0%

20%

40%

60%

80%

100%

６歳 10.2 13.1 12.7 13.2 4.6 2.1 4.3

５歳 15.5 15.1 13.1 15.3 14.2 11.1 14.9

４歳 27.9 27.6 24.9 26.8 16.9 16.9 13.9

３歳 27 28.6 31.2 31.1 24.1 24.7 23

２歳 8.4 3.5 6.8 5.8 22.6 26.3 29.4

～１歳 2.7 2.5 2.5 2.1 10 9.1 10.6

13年度 14年度 15年度 16年度 17年度 18年度 19年度

年

度 

学齢児 
(～18
歳) 

6 歳まで
の平均
年齢 

13 8.4 3.8 

14 9.6 4.0 

15 8.9 3.9 

16 5.8 3.9 

17 7.6 3.2 

18 9.9 3.0 

19 3.9 3.0 
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(5) 軽度の知的障害の増加 

平成 19 年度の新規相談児の知的レベル（表６）は、正常 43.9％、境界知能 30.9％が多く、中度・重

度の知的障害児は 8.5％と少ない。 

相談総数のうち、ＩＱ70 以上の人数は、平成 9 年度は 95 人（42.4%）、平成 19 年度は 354 人（64.7%）

と、10 年で 3.7 倍、22.3 ポイントの増となっており、軽度の知的障害児または正常知能の幼児・児童の

相談件数が増加している（表７）。 

 

表６ 新規相談児の知的レベル 

知的レベル(IQ) 人数 ％ 

28

55

102

145

0

20

40

60

80

100

120

140

160

中度以下 軽度 境界 正常

中度以下(50 未満) 28 8.5

軽度(70 未満） 55 16.7

境界(85 未満） 102 30.9

正常(85 以上） 145 43.9

計 330 100.0
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表７ 相談利用者数とＩＱ対比 

ＩＱ 70 未満 70 以上 70 以上の率 相談総数 

９年度 129 人 95 人 42.4％ 224 人 

19 年度 193 人 354 人 64.7％ 547 人 

129
193

95

354

0

100

200

300

400

500

600

９年度 19年度

70以上

70未満

 
（数値は各年度の４月～９月の集計値。なお、ＩＱ70 未満が知的に遅れがあるとされている） 
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(6) 発達障害が主たる障害 

新規相談を障害別に分類すると（表８）、発達障害と診断された数が、平成 13 年は 35.9%、平成 19 年

度は 38.2%となっており、以前から最も多い障害となっている（一人に複数の障害名がついた場合は重

複カウントしている）。 
 

表８ 新規相談における障害分類 

＊ 発達障害は、自閉症、非定型自

閉症、学習障害、アスペルガー、

ＡＤ／ＨＤと診断されたもの
 

 

19 年

度 

13 年

度 

発達障害 38.2 % 35.9 %

言語障害 18 % 22.6 %

知的障害 10.7 % 12.4 %

運動障害 2.8 % 6.6 %

ダウン症

等 
2.8 % 4.4 %

診断なし 14.9 % 9.7 %

その他 12.6 % 8.4 %

新規相談の障害別分類

38.2

35.9

18

22.6

10.7

12.4

2.8

6.6

2.8

4.4

14.9

9.7

12.6

8.4

0% 20% 40% 60% 80% 100%

19年度

13年度

発達障害 言語障害 知的障害 運動障害 ダウン症等 診断なし その他
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(7) 待機日数の長期化 

相談件数の増加は、相談から診察、そして発達支援にいたるまでの待機期間を長期化させ、保護者の

不安や焦燥の原因となってきた。17 年度から新規ケースの相談枠を別個に確保した結果、平成 20 年 3 月

末で、相談から診察までは、30 日と短縮された。 

表９ 平均待機日数の推移 

平均待機日数

47

59

71
75

30

41

30

0

10

20

30

40

50

60
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80

13年度 14年度 15年度 16年度 17年度 18年度 19年度

 

年度 日数 

13年度 47 

14年度 59 

15年度 71 

16年度 75 

17年度 30 

18年度 41 

19年度 30 
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(8) 新規相談の経路種別 

平成 19 年度の 18 歳未満の新規相談児の紹介経路は、表１０のとおり、保健相談所を経由するものが

65.5％と最も多くなっている。 

 

表１０ 新規相談の紹介経路 

経路 
人数 

(人) 

割合 

(%) 

保健相談所 216 65.5 

個人等 29 8.8 

病院等 21 6.4 

幼稚園 22 6.7 

保育園 10 3.0 

教育等 16 4.8 

相談等 14 4.2 

その他 2 0.6 

計 330 100

新規相談の経路種別

9%

6%

7%

3%

5%
4%

65%

1%

保健相談所 個人等 病院等 幼稚園

保育園 教育等 相談等 その他
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３ 発達支援事業 

(1) すくすく教室 
① 対象とクラス編成 

心身に障害をもつ就学前の子どもであって、保育園や幼稚園等を利用していない子どもを対象に、児童

デイサービス（ちゅうりっぷ組とたんぽぽ１組～６組）および法外の通所（つくし１組～２組）を行なっ

ている（表１１）。 

 

表１１ すくすく教室のクラス   （現員数は 20 年 3 月 31 日現在） 

対象児 クラス名 クラス数 通園 
療育時

間 
定員 現員 欠員 

肢体不自由児、重複障害児 ちゅうりっぷ １ 週３回 ４時間 12名 ７名 ５名 

自閉症児、知的障害児

（対人関係の改善や

問題行動の軽減） 

中重度自閉 

問題行動多い 
たんぽぽ１ １ 週２回 ２時間 10名 10名 0 名 

軽度自閉 

問題行動少い 
たんぽぽ２ １ 週２回 ２時間 10名 10名 0 名 

知的障害児および軽度の運動機能障害児 
たんぽぽ３～

６ 
４ 週２回 ２時間 40名 40名 0 名 

１歳６ヵ月以上で発達に遅れのある１歳児 つくし１、２ ２ 週１回 ２時間 24名 24名 0 名 

計 ９ 96名 91名 5 名 

※ちゅうりっぷ組の４歳児以上が週３日（３日目は２時間療育）通所となる。 

※ちゅうりっぷ組での医療的ケアは、保護者が対応する。  
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② すくすく教室の通所実績 

平成１６年度から平成１９年度までの通所延べ人数は表１２のとおり、徐々に増加している。 

 

表１２ すくすく教室の延べ通所人数 

 16 年度 17 年度 18 年度 19 年度 

延べ人数 3,352 3,499 3,551 4,026 

延べ人数

3352 3499 3551

4026
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(2) 就園児への個別支援 
保育園や幼稚園などに在籍している障害児を対象に、心理、ST、PT、OT などの専門職種が、年齢や障

害に応じて、個別支援を行う。（表１３）。訓練種目別の在籍人数は表１４、１６年度からの延べ訓練人

数は表１５のとおり。支援形態を個別からグループに変更したため、減少している。 

 

表１３ 訓練回数 

対象 回 数 

年長・年中児 月２回 

構音指導 

（年長児） 
月４回 

年少児 月１回 

 

表１４ 在籍人数（定員なし）

職種 人数 

ＳＴ ３６４

心理 ５０

行動療法 ２８

ＰＴ ４４

ＯＴ ８０

計 ５６６
 
 

0

500

1000

1500

2000

2500

3000

3500

4000

ＯＴ 564 456 194 160

ＰＴ 252 123 97 68

心理 1462 886 225 96

行動 173 163 116 37

言語 1055 974 762 583

16年度 17年度 18年度 19年度

 

表１５ 延べ訓練人数 
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(3) 就園児へのグループ支援 
保育園や幼稚園などに在籍している障害児を対象に、福祉（保育士等）、心理、ST、PT、OT などの専門

職種が、年齢や障害に応じて、チームを組み、小グループでの支援を行う（表１６）。１グループの定員

は６名で全 27 クラス、訓練時間は１時間 15 分程度である。 

前項の個別支援の対象児数が増加したため、平成 17 年度途中から個別から小グループで対応すること

としたもの。これに伴い、ＳＴ、ＯＴ、ＰＴの職種別で行っていたグループ指導は廃止した。 

 

表１６ 就園児へのグループ支援（現員は平成 20 年 10 月 16 日現在） 

療育の目的 対象児 組数
担当職員（職種） 

通園日 定員 現員 欠員
福祉 心理 ＯＴ ＰＴ ＳＴ 人数

認知訓練 
４・５歳児 ４ ○ ○    ３名 週１回 24 19 5

５歳児 ３ ○ ○    ３名 週１回 18 17 1

集団経験、ルールの

理解 

３歳児 １ ○ ○   ○ ３名 週１回 6 6 0

３・４歳児 ２ ○ ○   ○ ３名 週１回 12 12 0

４・５歳児 ２ ○  ○  ○ ３名 週１回 12 11 1

重度児 ４ ○ ○    ４名 週１回 24 22 2

ソーシャルスキルト

レーニング 

３・４歳児 ２ ○ ○ ○   ３名 隔週１回 12 12 0

４・５歳児 ２ ○  ○   ３名 隔週１回 12 8 4

５歳児 ２ ○ ○ ○   ３名 隔週１回 12 9 3

運動発達訓練 
上肢機能 ２ ○  ○   ３名 週１回 12 12 0

未歩行児 １ ○   ○  ３名 週１回 6 0 6

言語訓練 構音障害 １ ○ ○   ○ ３名 週１回 6 5 1

言語発達訓練 年長児 １ ○    ○ ３名 週１回 6 6 0

計  27  162 139 23
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就園児への支援の延べ人数は表１７のとおり増加している。 

367
200

276

465

3,425 3,435

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

3,500

4,000

小グループ 0 465 3,425 3,435 

集団ＯＴ訓練 200 276 0 0 

集団ＳＴ訓練 367 0 0 0 

16年度 17年度 18年度 19年度

 

表１７ 就園児へのグループ支援の延べ通園人数
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就園児への支援形態をグループ主体とすることにより、表１８のとおり延べ通園人数が増加している。 

3506
2602

1394 944

567

741 3425
3435

0
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集団 567 741 3425 3435

個別 3506 2602 1394 944

16年度 17年度 18年度 19年度

 

表１８ 就園児への個別支援とグループ支援の延べ人数 
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(4) ダウン症児等超早期支援事業 
１歳６ヶ月未満のダウン症児等の親子に対し、医師、看護師、心理、福祉、ＳＴ、ＯＴによるチーム

による支援を月１回、行う。支援内容は、ダウン症児等に対する支援・訓練のほか、親に対する障害の

理解と受容の援助、療育方法の指導などである。延べ在籍人数と、延べ訓練人数は表１９のとおり。 
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(5) 発達サポート広場（平成 19 年度からの事業） 

センターの相談を受けた結果、センターでの療育指導が必要ないとされたが、発達に心配のある未就

園・未就学児に、センター内の支援室を提供し、自由参加で親子遊びをしてもらう事業である。毎週金

曜日に定員なしで実施した。平成１９年度の延べ在籍数は５８６人、延べ利用人数は３４１人であった。 

表１９ ダウン症児超早期支援事業の述べ在籍人数と延べ訓練人数 
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４ 成人通所事業 
(1) 対象者と在籍数 

① 医療的ケアを必要とする重度の心身障害者（５名） 

② 重度の肢体障害者でデイサービス的な利用を目的とするもの（６名） 

③ 重度の肢体障害者で将来の自立生活のために学習を目的とするもの（２名）  計１３名 

 

(2) 運営方法 

通所形態  一人週３日程度。９：３０から１５：００までの利用。 

通所方法  通園バスによる送迎 

職員体制  福祉職３名、看護師１名、非常勤看護師２名（週３日勤務） 

支援内容  各対象者の障害程度に応じた支援 

 

(3) 課題となっていること 

・ 医療ケアを要する利用者が(1)の①

の利用者５名のほか、②、③でも１

名ずつおり、計７名となっている。 

・ 医療ケアの種類は、経管栄養、痰

の吸引、ネブライザー使用のほか、

気管切開・レスピレーター管理など

を必要としている。 

・ 医療スコアは１４から３９と医療

スタッフの必要性が高くなってい

る。 

1037

1407

979

808

1341

1137

188 202

160
143

177
156

0

200

400

600

800

1000

1200

1400

1600

延
べ
利
用
人
数

0

50

100

150

200

250

300

350

400

延
べ
在
籍
数

延べ利用 1037 1407 979 808 1341 1137

延べ在籍 188 202 160 143 177 156

14年度 15年度 16年度 17年度 18年度 19年度

 

成人通所部門の在籍数と述べ利用人数 
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５ 施設提供事業 
障害者やその家族、障害者団体につぎの施設を提供している。 

室名 種別 定員  

※ ⑤ 機器室には、点字ワープロ、点字プリンター、パソ

コン（視覚障害者用）、点字ディスプレイ、活字音訳拡大機、

ＳＰコード読取機などが備えてある。 

※ その他デジタル録音図書読書機、点字盤、視覚障害者用

卓球台、車椅子の貸出を行っている。 

 

① 活動室１ 洋室 １０名 

② 活動室２ 洋室 ２５名 

③ 活動室３ 洋室 ２０名 

④ 和 室 和室 ３０名 

⑤ 機器室 洋室  

⑥ 集会室 洋室 ４０名 

⑦ 浴 室  ２室 

会議室等の利用延べ人数
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浴室利用延べ人数
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※ 平成１６年度は改修工事のため、7 月から 3 月まで貸出休止 
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